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１．研 究 目 的 

 本研究は，どのような社会的要因が発達障害の子どもへの治療薬使用に影響しているの

か，探ることを目的とする． 

 現在，発達障害の子どもの発達支援は療育および環境調整が中心であり，薬物療法はあ

くまで主要症状あるいは併存症が結果的に日常生活に支障を来す状況である場合に，一時

的にその症状を抑えるために用いられる．障害特性は，本人の身体状況や環境によって表

現される程度が左右される．更には，場面によって同じ表現の程度であれ，場面の構成員

の主観的判断から「逸脱行動」「問題行動」とみなされる傾向がある．つまり，問題とされ

る行動は環境に多大な影響を受けており，薬の使用の前に，まずは子どもを取りまく状況

のアセスメントと環境調整を行うことが重要である（山下 2016）． 

しかしながら，近年，発達障害のある子どもへの薬物療法が増えている．奥村ら（2014）

は，全国外来レセプトデータ 233,399 件を分析し，2002 年～2010 年の 9 年間で子どもへの

向精神薬処方が増加していることを指摘している．ADHD 治療薬では，2002 年～2004 年と

2008 年～2010 年の比較から，６～12 歳では 1.8 倍，13～18 歳では 2.5 倍増加していたこ

とを明らかにしている．そして，増加の理由として，ADHD をはじめ子どもの精神疾患によ

る受診の増加や対応可能な医師の増加，ADHD 治療薬の承認などを挙げている．   

それではなぜ，受診が増加しているのか．受診・治療薬使用の増加の背景に，社会的要

因の影響が考えられる．実際，欧米では，治療薬使用をコントロールする社会的背景が報

告されている．例えば，Marissa D. King ら（2014）は，ADHD のある子どもは夏休みより

も授業期間中に，より治療薬が使用される傾向があること，家族が成績に多大な責任を感

じている社会経済的に恵まれた階層の子どもほど，授業期間のみに選択的に治療薬を使用

していることを明らかにしている．さらに，親から医師へ治療薬使用の要求があること，

親自身が学校関係者等からのプレッシャーを受けて治療へ向かうといった報告もあり，同

様の状況が日本においても展開されていることが推測される． 

 

２．研究の視点および方法 

【研究の視点】治療薬使用の最終的な判断を下すのは養育者である．養育者が子どもを医

療機関に連れていき，効果や副作用といった治療薬に関する情報，そして子どもの現状等

をもとに判断する．そこで，養育者の語りに注目した． 

【研究の方法】発達障害のある小学生の母親 26 人を対象とした，放課後のすごし方など生

 

ポスター発表A

日本社会福祉学会 第６４回秋季大会 

－ 499 －



活に関する半構造化面接調査（西村 2015）にて得たデータから，特に，治療薬使用をめぐ

る語りに注目し，治療薬の使用に至る過程，その背景等に関して分析を行った． 

 

３．倫理的配慮 

本研究は，一般社団法人日本社会福祉学会が定める「研究倫理指針」を遵守し行った． 

 

４．研 究 結 果 

 治療薬の使用に関して，母親から医師へ申し出る場合，学校教員からの提案や講習会を

通して，または，我が子と似た特性を示す子ども（使用中，または使用を検討中）の母親

とのやりとりがきっかけとなっていた．インターネットや書籍等のメディアを通して治療

薬に関する情報も参考にしていた．治療薬の使用期間は，教科教育や学校行事といった学

校教育によって調整をしていること，更に，学力向上以上に，人間関係における葛藤回避

のため使用を検討していることが分かった. 

 

５．考 察 

 結果から，治療薬の使用に対する学校時間の影響の大きさが確認された．週末や長期休

暇といった放課後の時間は休薬期間に充てられており，改めて学校生活と放課後生活は相

補的な関係ではなく，学校生活をよりよく過ごすために放課後生活が補足する関係にある

ことが認められた．そして，母親が治療薬の使用を検討する背景に，学校を中心とする社

会の障害特性に対する寛容性が関係することが示唆された． 
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